契約書
　委託者　藤枝市（以下「甲」という。）と受託者　　（以下「乙」という。）は、令和７年度藤枝市子育て支援員研修事業実施業務に関し、次のとおり契約を締結する。
（契約の履行）
第１条　甲及び乙は、この契約書に定めるもののほか、別添仕様書等に基づき、この契約を履行しなければならない。
（契約期間）
第２条　契約期間は、契約締結日から令和８年３月３１日までとする。
（契約金額）

第３条　契約金額は金　　　　　　円（うち消費税及び地方消費税の額金　　　　　　　円）とする。
２　契約期間の中途において消費税率の改定が行われた場合、消費税改定後のサービス提供に係る消費税等については、改定後の税率により計算するものとする。
（契約保証金）
第４条　藤枝市財務規則第１４９条第１項第３号により契約保証金は、免除とする。
（代金の支払方法）
第５条　代金の支払は、乙の適法な請求書を受理した日から３０日以内に行うものとする。
　（契約の変更）
第６条　甲又は乙は、天災その他その責めに帰さない理由により、この契約を変更しようとするときは、その理由を記載した書面により、その相手方に申し出なければならない。
（履行遅滞による違約金）
第７条　乙が、自己の責めに帰すべき理由により、契約期間内に契約目的物を納入することができないときは、甲は、乙から延滞違約金を徴収して、契約期間を延長することができる。
２　前項の延滞違約金は、遅滞日数１日につき契約金額の１，０００分の１に相当する額を契約期間の満了の日の翌日から納入した日までの日数に応じて計算した額とする。
３　甲が手直しの期間を指定した場合において、乙が当初の契約期間内に納入することができないときは、延滞違約金は、同期間の満了の日の翌日から計算する。
４　前２項の延滞違約金の計算の基礎となる日数には、検査に要した日数を算入しない。
５　乙は、甲が第５条に規定する支払期限までに支払をしない場合は、遅滞日数に応じ、同日における財務大臣が決定する率を乗じて計算した額の遅滞利息の支払を甲に請求することができる。
（権利義務の譲渡禁止）
第８条　乙は、この契約により生ずる一切の権利若しくは義務を第三者に譲渡し、又はこの契約の履行を第三者に委任することができない。ただし、あらかじめ甲の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。
（業務の内容）
第９条　業務の内容は、令和７年度藤枝市子育て支援員研修事業実施業務委託仕様書のとおりとする。
（業務の適正履行）
第１０条　乙は、業務の内容に規定された本業務の本旨に従い善良なる管理者の注意義務をもって誠実に履行しなければならない。
（危険の負担）
第１１条　成果物の引渡し前に、成果物に生じた損害その他委託業務を行うにつき生じた損害（次条に規定する損害を除く。以下本条において｢成果物等に係る損害｣という。）については、乙が負担する。ただし、甲の責めに帰すべき事由により生じた成果物等に係る損害については、甲が負担する。
（損害賠償）
第１２条　乙の従事者が本業務の実施に際して甲に損害を与えたときは、その損害を賠償する責めを負うものとする。本業務の実施により第三者に損害を与えたときも、同様とする。
（報告義務）
第１３条　乙は、本契約の履行上、又は完了に影響を及ぼす重要な事情の変更が生じたときは、直ちに甲に報告し、甲と乙が協議するものとする。
（秘密の保持等）
第１４条　乙は、本業務の実施にあたり、乙及び乙の委託を受けた作業責任者及び作業員等を本業務の実施場所に立ち入らせる場合には、必ず身分証明書を携行させるものとする。
２　乙は、本契約の履行に際し知り得た甲の業務上の秘密を第三者に漏らしてはならない。また、この契約の終了後においても同様とする。
（個人情報の保護）
第１５条　乙は、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう最大限努めるとともに、別記の「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。
（暴力団の排除）
第１６条　甲に対し、乙又は乙の下請負者（下請負が数次にわたるときはその全てを含む。）は、暴力団又は暴力団員等若しくは暴力団員等と密接な関係を有する者（以下「暴力団関係企業等」という。）でないことを確約する。
（甲の解除権）
第１７条　甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、契約の全部、又は一部を解除できるものとし、このために乙に損害が生じてもその責めを負わないものとする。
(1)　乙の責めに帰すべき事由により契約期間内に委託業務を完了する見込みがないとき、又はその他契約条項に違反し、この契約の目的を達成することができないとき。
(2)　許可、免許、登録、又は各種の資格が必要な委託業務については、その許可等が取消し、又は抹消されたとき。
(3) 規定に基づく検査に不合格となり、甲の再度の検査においても、不合格となったとき。   
(4) 乙の個人情報の保護に問題があると甲が認めるとき。 
(5) 乙又は乙の下請負者が暴力団関係企業等であることが認められたとき。
２　前項第5号に該当するときは、甲は何らの催告を要さずにこの契約を解除することができる。
３　前項の規定により、この契約を解除した場合で、解除により甲に損害が生じたときは、乙はその損害を賠償する。
　
（表明保証）
第１８条　甲は、自らの首長、議会の議員その他自らを実質的に所有し、若しくは支配するものが過去、現在又は将来のいつの時点においても、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業・団体、暴力団関係者、総会屋、社会運動等標榜ゴロ又は特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる団体、個人（以下併せて「反社会的勢力」という。）ではなく、相互の信頼関係を破壊するに足る反社会的勢力との繋がりを有しないことを表明し保証する。
（乙の解除権）
第１９条　乙は、甲が次の各号の一に該当するときは、この契約を解除することができるものとし、このために甲に損害が生じてもその責めを負わないものとする。
　(1)　仕様書等の大幅な変更により、契約の目的を達成することができないとき。
　(2)　甲の責めに帰すべき事由により契約を履行することができないとき。
　(3)　反社会的勢力であった場合
　(4)　自ら又は第三者を利用して、他方当事者に対して、詐欺、暴力的行為、及び脅迫的言辞を用いる等した場合
　(5)　殊更に、自身が反社会的勢力である旨を伝え、関係団体若しくは関係者が反社会的勢力である旨を伝える等した場合
　(6)　自ら又は第三者を利用して、他方当事者の名誉や信用等を毀損した場合、若しくは毀損するおそれのある行為をした場合
　(7)　自ら又は第三者を利用して、他方当事者の業務を妨害した場合、若しくは妨害するおそれのある行為をした場合
（不当介入を受けた場合の措置）
第２０条　乙は、暴力団関係企業等による不当介入を受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、不当介入があった時点で速やかに市への報告及び警察への通報を行い、捜査上必要な協力をするものとする。
（受注者の責務）
第２１条　障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律第１０条第１項の規定に基づく「藤枝市における障害を理由とする差別を解消するための職員対応要領」（平成２８年３月１１日藤枝市長決定）第２条に規定する不当な差別的取り扱いの禁止及び第３条に規定する合理的配慮の提供について留意すること。
（合意管轄）
第２２条　この契約に関する訴訟については、甲の最寄り裁判所を管轄裁判所とすることに合意する。
（契約の履行）
第２３条　甲及び乙は、信義誠実をもってこの契約を忠実に履行しなければならない。
　
（契約外の事項）
第２４条　この契約書に定めのない事項、又はこの契約に疑義ある事項については、法令（藤枝市条例及び規則等を含む。）の定めるところによるもののほか、その都度甲及び乙が協議して定める。
　この契約の締結を証するため、契約書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。
令和７年　月　日
                                  甲  藤枝市岡出山一丁目１１番１号
藤枝市　
藤枝市長　北　村　正　平
乙　

